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関
西
大
学
商
学
部
教
授
・
鶴
田
廣
巳
氏
に
聞
く

関
西
大
学
商
学
部
教
授
・
鶴
田
廣
巳
氏
に
聞
く

二
兎
を
追
う
福
祉
型
経
済
こ
そ

―
―
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
を

ど
う
評
価
す
る
か
。

　

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
は
、
金
融

緩
和
に
よ
っ
て
、
お
金
が
投

資
に
回
り
、
雇
用
が
増
え
、

所
得
が
増
え
る
と
言
っ
て
き

た
。
実
質
賃
金
が
２
０
１
３

年
７
月
以
降
15
年
４
月
ま
で

連
続
22
カ
月
マ
イ
ナ
ス
と
な

り
、
そ
の
後
も
プ
ラ
ス
と
マ

イ
ナ
ス
が
交
錯
し
て
い
る
。

雇
用
状
況
は
、
13
年
１
月
に

比
べ
16
年
６
月
で
正
規
雇
用

が
40
万
人
増
に
対
し
、
非
正

規
は
１
９
３
万
人
も
増
え
て

い
る
。

　

安
倍
政
権
は
28
兆
円
も
の

経
済
対
策
を
打
ち
出
し
た

が
、
そ
の
中
身
は
旧
来
型
の

大
型
公
共
投
資
だ
。
リ
ニ
ア

や
整
備
新
幹
線
、
大
型
ク
ル

ー
ズ
船
受
入
の
た
め
の
港
湾

整
備
が
中
心
だ
。
従
来
型
の

土
建
国
家
型
の
政
策
で
は
、

借
金
を
増
や
す
だ
け
の
結
果

に
な
り
か
ね
な
い
。

　

こ
の
20
年
間
の
日
本
経
済

の
低
迷
を
打
開
す
る
に
は
経

済
政
策
の
方
向
転
換
が
必
要

だ
。
国
民
生
活
の
再
建
を
め

ざ
す
対
抗
戦
略
が
必
要
だ
。

内
発
的
発
展

―
―
経
済
再
生
に
展
望
は
あ

る
の
か
。

　

雇
用
保
障
と
生
活
保
障
シ

ス
テ
ム
再
建
の
二
兎
を
追
う

政
策
が
必
要
だ
。
そ
の
た
め

に
は
地
域
経
済
の
内
発
的
発

展
を
支
え
る
税
・
財
政
制
度

の
改
革
が
必
要
だ
。

　

安
倍
内
閣
の
経
済
対
策

は
、
大
企
業
優
遇
の
税
制
や

労
働
法
制
の
規
制
緩
和
、
大

型
公
共
事
業
中
心
だ
が
、
医

療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
活
動
な

ど
の
社
会
保
障
活
動
の
拡
大

こ
そ
、
国
民
の
医
療
や
介
護

な
ど
の
ニ
ー
ズ
の
増
加
に
応

え
る
国
民
生
活
上
の
セ
ー
フ

テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
と
し
て
機
能

す
る
。
そ
れ
だ
け
で
な
く
、

生
産
や
消
費
、
雇
用
の
創
出

を
通
じ
て
国
内
経
済
の
下
支

え
を
す
る
国
民
経
済
上
の
セ

ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
と
し
て

の
効
果
が
あ
る
。

　

例
え
ば
、「
保
育
サ
ー
ビ

ス
」「
児
童
手
当
」「
起
業
支

援
」「
職
業
訓
練
」
へ
の
政

府
支
出
を
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
実

質
レ
ベ
ル
ま
で
増
や
せ
ば
、

「
労
働
生
産
性
の
向
上
」

「
財
政
健
全
化
」「
自
殺
率

の
減
少
」「
子
ど
も
の
貧
困

率
の
減
少
」
に
貢
献
す
る
可

能
性
が
あ
る
。
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福
祉
分
野

へ
の
財
源

は
、「
所
得
税

の
累
進
化
」

「
相
続
税
の

拡
大
」「
資

産
税
の
創
設

・
強
化
」
な

ど
税
制
の
見

直
し
で
可
能

だ
。

 

（
つ
づ
く
）


